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Withaviewtofurtheringhighschooleducationonthecommunitytowhichtheybelongthisreport
aimstoclarifytowhatextenteachhighschoolidentifiesitselfinrelationtothesurroundingarea・The
authorsentaquestionnairetoallnationalandpublichighschoolsinthiscountryfromlateAugustto
earlySeptember2002;atotalof4,125questionnalresweresentand2,292schoolsreturnedtheirreplies
(recoveryrate:55.6％).TheresultsoftheresearchareasfOllows､１)Mostschoolsinterprettheircom-
munityasacommutingarearatherthananareawithinspec直csdistanceortime,ａｎｄthesizeofthe

commutingareadiffersfromprefecturetoprefecture､２)Astowhetherornottheschoolsrecognize
thespecificsorcharacteristicsoftheircommunity,manyschoolsrepliedintheaffirmativewhilenot
manyschoolsadmittedthattheirstudentswereawareofthespecificsorcharacteristicsofｔｈｅｃｏｍｍｕ‐

nity・Itshouldbenotedthattheaboveisagaindifferentfromprefecturetoprefecture3)TheOpen
Schoolhasbeenpracticedatmorethan90percentofthehighschools,butthecontentsoftheproject
varyagreatdealfromprefecturetoprefecture．
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COOｐ‐

地域

１．はじめに

地域の活動は，地域内の人，物，自然といった資源

をいかすことにより，地域への愛着や誇りが強まるだ

けでなく，活動が活発になると，地域の課題に対する

発見力や解決力が高まり，更なる活動が展開されると

いう好循環が生み出される')．しかし，近年の地域活

動の参加状況をみると，中高生へと年齢が上がってい

くにしたがい，地域社会との関わりは希薄になってお

り，地域活動への関心も低くなると報告されている2)．

住んでいる地域に対して，意識や愛着を持ち続けるた

めには，継続して地域と関わりを持つことが重要であ

り，そのための機会や場を充実していく必要がある．

近年の学校教育の動向をみても，教育現場における

地域の扱いは大きな課題となっている．１９８７年に出

された中央教育審議会の一次答申「２１世紀を展望し

た我が国の教育の在り方について」では，これからの

学校のあり方として，「家庭や地域社会との連携を進

め，地域社会とともに子供たちを育成する開かれた学

校となる」ことが求められた．そして，学習指導要領

では，要所に地域学習の重視，人材や施設など地域の

教育資源の活用が明記されるようになった3)．これに

伴って，学校と地域社会の連携の必要性は強くなり，
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表１．アンケート調査回収結果施策，制度，実践などの具体的行動がそれぞれの場で

期待されている．しかし，地域を視野に入れた取組み

の必要性は示されているものの，学校教育上での地域

の捉え方や，開かれた学校の取組みにおける水準が確
立していないため，その連携方法や内容は様々である．

学校と地域の連携に関わる既往研究では，調査対象

地域を限定し，その特定地域における成果が様々な視

点，分野からとりあげられてきた.例えば，施設の配

置．平面計画，あるいは，利用の実態や意識，利用圏

域ｲ)－８)などの視点から，また，個々の地域の特性に

合わせた教育手法の開発9)-,)や，伝統的な地域の食

文化の教材化に取り組んだ授業12)13)などの報告が行わ

れている．これらの研究により，特定の地域に対して，

様々な視点，分野から成果があげられてきたことは,

学校，地域相互の活性化につながっている.しかし，

各学校が，地域に対してどのような見解や関わりを持っ

ているのかという傾向をみた全国的な調査は行われて

いない．また，教育段階でみると，小・中学校段階が

多く，高等学校（以下，高校と略す）の研究例は数が

少ない状況である．小中学生に比べて，活動する範囲

が広がっていく一方で，地域での関わりが少ない高校

生にとって，学校教育で地域との関わりを持たせてい

くことが必要である.

本研究では，高校における学校と地域の連携を充実

させる基礎的研究として，これまで学校の立場からみ

た地域への見解と関わり方についてみてきた.各高校

による地域への見解と関わり方についてみると，既報

において，ｉ）地域の捉え方は，高校間で様々な捉え

方があり，そのため，地域における取組みや見解に差

がみられるM)，ｉｉ）地域の範囲が明確である高校のほ

うが，周辺地域を把握している,5)，iii）地域への取組

みを行っている高校のほうが周辺地域を把握してい

る,5)，ｉＶ）学校自体が周辺地域を把握していると,生

徒も周辺地域を把握することにつながり，あわせて，

周辺地域も好意的であるという見解であった'5)，など

の調査結果が明らかになった．これらの結果を踏まえ,

本報では，次の段階として全国調査結果を活かし，地

方教育行政を担っている都道府県別に，学校の立場か

らみた地域への見解と関わり方について整理を行い,

実態を明らかにする゛

壼篝￣鬘芒と
注）配布数は鯛査時点において廃校または休校であった１１校の高校をのぞいたものである。

各高校の様々な状況によると思われるが，調査対象は

それらを掌握している立場である，学校長，または教

頭，または教員である．調査期間は，2002年８月下

旬から９月上旬，配布回収結果は表１の通りである．

日常使われる「地域*'」という用語からは，自然，

社会，文化など，様々な意味が連想される．当研究で

は，高校教育全体の傾向をみるため，「地域」からイ

メージされる内容が各高校で異なることのないように，

質問に際して注意を要した調査内容としては，高校

の立場からみた①地域の範囲と見解，②地域との関

わり方，③教育面からみた地域の扱いについてであ

る．具体的には，①は通学圏・距離など範囲からみ

た地域の捉え方，学校の周辺地域に対しての把握度，

学校側からみた生徒の把握度，高校が実感する周辺地

域の好意度，②は地域に「開かれた学校」の取組み，

地域との連携を進めていくための条件，③は教育面

での地域との連携機会の有無である．

３．結果

（１）高校における地域の捉え方

地域は，先にも述べたように様々な意味が含まれて

いる．そのため，地域の捉え方を聞く場合に，地域か

ら連想されるイメージが一定になるように，当調査で

は，地域に「開かれた」と使う場合の対象地域の範囲

をどのように捉えているのかに限定して調べた．その

結果，通学圏（53.9％)，受験可能区域*２（11.3％)，

距離的（3.8％)，時間的（0.6％)，特に限定していな

い（18.0％)，その他（12.1％)，不明（0.4％）とい

*’学術上の「地域」の表記の仕方は，「土地の区域，区

切られた土地」（岩波新書：広辞苑より)，「区切られ

たある範囲の土地シ政治・経済・文化の上で一定の

特徴をもった空間の領域，国際関係において一定の
独立した地位を持つ存在」（講談社：現代用語辞典よ

り）と表現されている．建築学上の「地域」の表記

は，「活動・機能・空間などの同質性・一体性によっ

て範囲づけられた土地．類義語として地区・区域・

地帯などがある，社会経済面において有機的に結び

ついた計画対象範囲のことで，一般に都市より広い

範域を指す土地利用を合理的にするために一定の法
的規制を受ける土地の範囲」（彰国社：建築大辞典よ

り）と表現されている．

２．研究方法

研究方法は，全国すべての国公立高校に対し，郵送

によるアンケート調査を行った．地域との関わりは，

(704）3６

対脅 鯉l習数 配布数 回収数(率）

公立高等
国立高覺

合§

;学校

5学校

4１２１

1５

4136

4110

1５

4125

2292

55.6％



都道府県別にみた高等学校における地域に対する見6見解と周辺地域との関わ

表２．高校における
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図１．高校における地域の範囲の捉え方 年産.

1k空風U牢因．－，入Ⅱせ■聖呂

う回答が得られた（図１参照)*3．

全体的にみると，通学圏，受験可能区域といった

｢領域」として捉えている高校が多く，北海道，東北

および九州・沖縄地方でその傾向が高い（表２参照)．

最も高率であった「通学圏」は，地域との連携を考

える範囲の目安であるといえる．教育段階でみると，

公立の小・中学校では，徒歩またはバスにより無理な

く通える距離という捉え方が定義されており，具体的

に，小学校で500ｍ（徒歩10～１５分)，中学校で１

kｍ（15～30分）が適正な範囲とされている'6)．しか

し，高校では通学圏の基準は特になく，学校教育法施

行則により，市町村の教育委員会に意向が委ねられて

いる．表２に示すように学区数もばらつきがみられる

他に，近年では通学区域の見直しの動きが広がってい

る．各都道府県の教育委員会で，学区制の廃止を決定

しているのは，ｌ都４県：東京都・和歌山県（2003年

度より），埼玉県・福井県（2004年度より），神奈川

県（2005年度より）であり，廃止の方針を示してい

二
’
一
’
一
’
三
コ
｜
｜
霞

■■四巴の円庄旦
ｎｍ■刑FII固■

るのは，３県：青森県・秋田県・群馬県である．通学

区域の再編が行われたのは，ｌ道１５県：北海道・青

森県・岩手県・千葉県・富山県・石川県・長野県・静

岡県・三重県・滋賀県・岡山県・広島県・山口県・福

岡県・長崎県・鹿児島県である．このように，高校で

は，各都道府県により，通学圏の取り決めが異なるだ

けでなく，通学圏が廃止の方向に向かう体制がみられ，

地域を捉える１つの目安がなくなることが懸念される．

（２）学校周辺の「地域」に対する高校の見解

学校周辺の地域に対する高校の見解では，各高校に

おいて同じ地域のイメージから回答が得られるように，

本調査上の地域の設定を行った*4．設定については，

地域を学校周辺の半径で示し，学校から半径２．０kｍ

周辺を地域として捉えると定義した．以下，区別する

ために，設定した地域については，『地域』と表す．

その上で，①高校自体の「地域」の把握について

*２選択肢である通学圏と受験可能区域の違いであるが，
高等学校の通学圏は，市町村の教育委員会に意向が
委ねられている．そのため，学校によっては，通学
圏を廃止しているところもあると調査の段階では予
想したので，選択肢を分けて設けた．

*３「距離」で答えた高校は８７校（3.8％）であり，具体
的には，高校周辺の半径５kｍ以内を地域として捉え
ている高校が66校，５～10ｋｍが１０校，１０～20ｋｍ
が７校，２０～30ｋｍが３校，５０ｋｍが１校であった

平均すると，学校から半径4.76ｋｍ以内の地域を範
囲として捉えている．範囲を「時間」（0.6％）で答え
た高校は１３校で，高校から徒歩10～２０分周辺の範
囲を地域として捉えている高校が５校，２０～３０分が

３校，残りの５校は無回答であった．平均すると徒
歩２０６分以内を範囲として捉えている．また，「その
他」と回答した高校は278校みられ，その中で，県
内全域や府内全域といった都道府県圏域を地域とし

て捉えている高校が10校，市町村圏域が268校（市：
９６校，町：104校，村：４９校，郡：１０校，島全域９
校）みられた．

*４高校の場合，地域に対しての一定の基準がないため

に，設定については，次のような算出方法で行った．
高校の通学圏は，距離や時間などの基準は確立きれ

ていないが，通勤圏と同様の広がりを持つといわれ，

通勤圏は人口の平方根に比例する（彰国社：建築大
辞典より）といわれている，以上より，各都道府県
の通学圏の目安を2002年度の総人口より算出した．

その結果，平均は1,515ｍであり，高校の場合，学
校から半径２．０kｍ周辺を地域として捉えることが妥
当であると仮定した．
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表３．高校自体の周辺「地域』の把握について

震
日本家政学会誌 ＶｏＬ５

全く把握できていな
あまり把握できてし

１１．８％
んど把握できている

２７．４％

ほぼ把握できている

ｎ＝２２９２

図２．高校自体の学校周辺「地域』の把握度

わからない2.4％不明2.3％
ど把握できている8.2％全く把握できていない M1

あまり把握できていない
３９．１％

ぽ把握できている
４７．０％

ｎ＝２２９２

図３．学校慣lからみた生徒の高校周辺「地域』の把握度

全く好意的でない0.1％．わからない1.9％
1.0％
なり好感的である27.5％

あまり好意的でない
賀県（96.3％)，青森県（95.9％）では，「把握してい

る」と回答した高校の割合が高く，京都府（71.0％)，

東京都（71.2％)，香川県（73.9％)，岡山県（80.0％)，

埼玉県・愛知県（80.3％）ではやや低めであった．全

体的にみると，北海道，東北地方および九州・沖縄地

方がやや高めである（表３参照)．

都道府県別にく生徒：把握＞をみると，徳島県・宮

崎県（80.0％)，広島県（75.9％)，青森県（75.5％)，

和歌山県（75.0％）では「把握している」と回答した

高校の割合が高く，奈良県（27.3％)，千葉県（31.4

％)，東京都（38.7％)，愛知県（39.4％)，大阪府

(40.0％）では低かった．全体的にみると，北海道・

東北地方の高校が高めである（表４参照)．

都道府県別にく周辺：好意＞をみると，秋田県，山

形県，和歌山県，愛媛県，高知県，佐賀県，長崎県で

は，回答した高校すべてが，周辺住民は好意的である

と回答していた全体的にはそれほど大きな差はみら

れなかった（表５参照)．

（３）地域に「開かれた学校」の高校の取組み

地域に「開かれた学校」の取組みとしては，図５の

ような選択肢を設け複数回答で回答してもらい，それ

ぞれについての具体的な内容は自由記述で回答しても

らった．取組み内容としては，「学校施設の開放」が

最も多く，次いで，「学校評議会への地域住民の参加｣，

比較的好意的で
６４．３％

、＝２２９２

図４．高校が感じる学校周辺「地域』の高校に対して

の好意度

(以下，＜高校：把握＞と略す)，②高校が推測する

生徒の「地域｣の把握について（以下，＜生徒：把握＞

と略す)，③高校が感じる周辺の「地域』の好意につ

いて（以下，＜周辺：好意＞と略す）の３つの質問を

設けた．以下，①～③の質問については，設定した

｢地域｣，即ち学校周辺２．０ｋｍの範囲での回答である．

それぞれの結果は図の通りである（図２，３，４参照)．

全国的にみた高校の周辺『地域』に対しての見解で

あるが，周辺『地域」を「把握している」と回答した

高校は多いが，生徒が「把握している」と回答した高

校は少ないとの見解であったまた，高校と周辺「地

域』とは，「好意的である」と実感している高校が多

く，よい関係が推察される．

都道府県別にく高校：把握＞をみると，福井県

(１００％)，鹿児島県（97.8％)，熊本県（96.7％)，佐
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ＯＩＯ、”４０５０６０７０80

表４．高校が推測する生徒の周辺「地域」の把握につ
いて SNSNSSSSSSNl学校運営での取組23.3％

ﾖ予算等の管理体制の整備２４％

……

…国授業への地域住民の介入247％
ＥＮ５ＷＮＮＮＮＮ－ｒ７Ｕ？Z

露
NSSSSSSsSSNSsSSSS地騨に対Iとてボランティア参ｶﾛ47.9％

ﾐﾐﾐﾐＮ５ＮＮＮＮＮＮＮＮＮ地域住民への情報提供44.7％

5N§§§、ﾐﾐﾐﾖその他'６８％

§SSN不明６２％

重複回答ありｎ＝２２９２

図５．地域に開かれた学校に対しての取組み内容

が行っているのに対し，宮崎県では全く取り組まれて

いなかった．全体的にみると，北海道，四国地方で高

く，中部・北陸，九州・沖縄地方の高校では低い結果

であった（表６参照)．

「学校評議会への地域住民の参加」は，東京都

(93.0％)，長野県（92.7％)，栃木県（89.2％）では

高い取組みであったが，千葉県（6.1％)，福岡県

(8.0％)，福井県（9.1％）では低い取組みであった．

全体的にみると，北海道の高校では高く，四国，九州・

沖縄地方では低い結果であった「学校評議員制度」

は，2000年に学校教育法施行規則の改正により，地

域住民の学校運営への参加を制度的に位置づけるもの

として導入されたものである．平成１６年度の文部科

学省の調査結果では，学校評議員制度（類似制度を含

む）を置く学校は７割になったが，地域差が大きい１７）

との報告がされており，各都道府県の教育委員会によ

り，姿勢が異なっている．

「授業への地域住民の介入」は，熊本県（48.1％)，

岐阜県（47.8％)，長野県（43.9％）では高い取組み

であったが，新潟県（3.8％)，秋田県（7.4％）では

低い取組みであった

「学校施設の開放」は，都道府県別にみると，鹿児

島県（100.0％)/静岡県（96.8％)，富山県（96.0％)，

奈良県（95.7％)，東京都（94.7％）では高い取組み

であったが，秋田県（44.4％)，岐阜県（50.0％)，群

馬県（53.7％)，福井県（54.5％)，北海道（54.7％）

では低い取組みであった．全体的には，関東，関西，

九州・沖縄地方で高く，北海道では低い結果であった．

「地域へのボランティアとしての参加」は，岐阜県

(82.6％)，福井県（81.8％)，徳島県（75.9％)，佐賀

県（750％)，大分県（73.7％）では高い取組みであっ

皿一函一士一一一弐恥｜士一一一一一一士一一一一一一一一一一一一一血海？稠一》，恥．Ｙ一一一”
又

表５．高表５．高校が感

jljliju
噸
…

地域』

鵬
…

意について

菫lIlllilli
｢地域へのボランティアとしての参加」が多く行われ

ていた（図５参照)．

都道府県別に取組み内容をみていくと，「学校運営

での取組み」は，高知県（66.7％)，東京都（54.4％）

では，県または都内で回答が得られた半数以上の高校
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0０２０釦４０５０６０、８０９０

表６．地域に「開かれた学校」の取組み内容
SSNNNSNSNS、、活動の場【

震
SSNSSNbL活動の機会の充実４５６９

生徒の地域に対すⅢ
関心を高める５３

、、､､N金銭面３４２％

SNS、NSSSSSSSSS、指導者の養成確衙

SSSSS1教育委員会0 Ｊ７０ 地域住民との運１割

、、S、、、NINSSSNSSSSNSSQNNN、安全画

、、､ＮＮＳＮＮＮＮＳＮＮＳＮＮ、§、、情報提供の充実〔

SBSIその他４

重複回答ありｎ＝２２９２

図６．地域との連携を進めるにあたっての条件

提供の充実｣，「安全面」の３項目が高い割合を占めて

いた（図６参照)．

都道府県別にみると，「活動の場*5の充実」は，島

根県（58.3％)，栃木県（57.5％)，佐賀県（57.1％)，

愛媛県（52.4％)，香川県（52.2％）の高校で高い条

件とされているのに対し，福井県（9.1％)，山梨県

(15.0％)，山形県（23.8％)，京都府（25.0％)，宮崎

,県（28.0％）の高校では低い結果であった．全体的に

は北海道，四国地方の高校で重視されている条件であっ

た（表７参照)．

「活動の機会報の充実」は，島根県（70.8％)，長野

県（62.8％)，沖縄県（60.5％)，栃木県・山梨県

(60.0％）の高校では高い条件とされているのに対し，

滋賀県（20.8％)，秋田県（25.8％)，新潟県（26.2％)，

宮城県（32.1％)，福岡県（34.5％）の高校では低い

結果であった．全体的には，北海道の高校で重視され

ている条件であった．

「生徒の地域に対する関心を高める」は，富山県

①学校運営での取組
②予算等の管理体制の整倒
③学校騨凪会への地域住民の参加
④授薬への地域住民の介入

⑤学校施触の開放
⑥地域へのボランティアとしての参加
⑦地域住民への憤綴提供
⑧その他

たが，新潟県（15.1％)，千葉県（27.3％)，埼玉県

(30.2％)，静岡県（30.6％)，神奈川県（31.0％）で

は低い取組みであった全体的には，北海道，四国，

九州・沖縄地方で高く，関東地方では低い結果であっ

た．

「地域住民への`情報提供」は，熊本県（81.5％)，高

知県・佐賀県（75.0％)，鹿児島県（65.2％)，島根県

(62.5％）では高い取組みであったが，栃木県（21.6

％)，茨城県（24.6％)，愛知県（26.8％)，福島県

(28.6％)，山梨県（30.0％）では低い取組みであった

全体的にみると，北海道，九州・沖縄地方がやや高い

結果であった．

（４）地域との連携を進めていくための条件

高校と地域との連携を進めていく上で高校が考える

条件について，図６のような選択肢を設け複数回答で

回答を得た．その結果，「地域住民との連携｣，「情報

蝋５活動の場とは，高校と地域との連携を進めていく上

で活動する施設や環境の整備を意図したもの（例え

ば，自然や空地を利用したふれあい広場，公民館，

図書館，博物館，青少年教育施設，美術館等，様々

な社会教育・文化施設，学校図書館や特別教室など

の学校施設の整備など）である．

*６活動の機会というのは，高校と地域との連携を進め

ていく上での取組みや活動の機会を意図したもの

（例えば，環境浄化活動・交通安全活動，防災活動な

どの地域ぐるみの活動，各地域に残る年中行事や祭

り，ボランティア活動，都市部と過疎地域・農村と

漁村など異なる地域間の交流・乳幼児や老人など異

なる世代間の交流・障害者との交流・国際交流など

様々な人々との多様な交流の機会，自然の中におけ

る様々な生活体験や自然体験など）である．
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0.8％表７．地域との連携を進めていくための条件 ころ予定
２０．８％

まない今のと

1１
既に学ぶ機会を
設けている４６．３％

まだ検討中であ
２２．４％

今後設ける予定である９．７％

、＝２２９２

図７．地域環境・地域生活についての生徒の学ぶ機会

の有無

「地域住民との連携」は奈良県（95.8％)，徳島県

(93.5％)，岩手県（91.4％)，北海道（90.5％)，新潟

県（90.2％）では高い条件とされているのに対し，鳥

取県（71.4％)，京都府（71.9％)，静岡県（72.3％)，

愛知県（74.2％)，岡山県（74.5％）では低い結果で

あった．

「安全面」は，滋賀県（79.2％)，栃木県（75.0％)，

熊本県（73.3％)，神奈川県（72.1％)，福岡県

(70.9％）では高い条件とされているのに対し，高知

県（25.0％)，新潟県（29.5％)，島根県（33.3％)，

北海道（35.1％)，福井県（36.4％）では低い結果で

あった全体的には，関東，近畿地方が高く，北海道

で低い条件であった．

「情報提供の充実」は，山形県（81.0％)，佐賀県

(78.6％)，宮城県（76.8％)，新潟県（75.4％)，沖縄

県（74.4％）では高い条件とされているのに対し，滋

賀県（41.7％)，愛知県（43.9％)，福井県（45.5％)，

和歌山県（45.8％)，石川県（47.1％）では低い結果

であった．

（５）地域環境・地域生活について生徒の学ぶ機会

地域環境・地域生活について，生徒が学ぶ機会を設

けている高校は，半数以下であった（図７参照)．前

述の地域に「開かれた学校」への取組みを行っている

高校は，９割以上を占めていたことと比べると，生徒

の学ぶ機会からみた地域との関わりは低い現状である．

しかし，８割以上の高校では，「既に設置している｣，

｢今後設ける予定である｣，「検討中」と回答をしてお

り，教育面からも学校と地域の連携が望まれていると

いえる．

都道府県別に教育機会についてみると，山梨県

(800％)，徳島県（77.4％)，沖縄県（72.1％)，高知

県（66.7％)，鹿児島県（66.0％）では，設置してい

ると回答した高校の割合が高いが，愛知県（18.5％)，

新潟県（23.0％)，大阪府（32.9％)，島根県・奈良県

■生二些亘の、血ロ

①活助の増の充実
②活動の樋会の充実
③生後の地埋に対する関心を海ぬる
④dPGOHB
⑤１８，石の養成･伍但

⑤故向委貝会の活性化

⑦地域住民とのⅢ儲
⑧安全面
⑨情粗提供の充実
⑰その他

（760％)，山梨県（75.0％)，大分県（73.2％)，山

形県（71.4％)，宮崎県（68.0％）の高校では高い条

件とされているのに対し，鳥取県（28.6％)，埼玉県

(32.8％)，京都府（34.4％)，島根県（37.5％)，静岡

県（38.5％）の高校では低い結果であった．全体的に

は，東北，九州・沖縄地方の高校で高く，関東，近畿

地方では低い条件であった．

「金銭面」については，滋賀県（58.3％)，香川県

(56.5％)，京都府（53.1％)，兵庫県（49.0％)，三重

県（48.8％）の高校では高い条件とされているのに対

し，茨城県（9.7％)，高知県（16.7％)，栃木県（17.5

％)，群馬県（22.0％)，青森県（23.5％）の高校では

低い結果であった．全体的には，近畿地方の高校で高

い条件であった．

「指導者の養成・確保」では，京都府（68.8％)，和

歌山県（54.2％)，沖縄県（53.5％)，千葉県（51.4％)，

の高校では高い条件とされているのに対し，鳥取県

(23.8％)，島根県（29.2％)，長野県（30.2％)，岐阜

県（30.4％)，新潟県（31.1％）の高校では低い結果

であった．全体的には近畿地方が高い条件であった．
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表８．地域環境・地域生Iii

lilillJJil
地域生活について生徒が学ぶ機会の 組みの差が何によって生じているのか，その要因につ

いて分析を深めていきたい．函南

本調査は，平成15～１６年度科学研究費補助金基盤

研究（C)(1)，課題番号15500518によって行われた

ものである．

本研究における調査に際し，ご協力いただいた各高

等学校および教育委員会の皆様に深く感謝致します．
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(33.3％）では，低い結果であった全体的にみると，

北海道・東北，中国・四国，九州・沖縄では設置率が

高いが関東地方では低い（表８参照)．

４．まとめと考察

以上，都道府県別に高校における地域に対する見解

と周辺地域との関わりをみてきた教育行政は，国が

定める基本的な枠組みのもとで，都道府県主体に実施

されている．本来，教育行政のあり方としては，都道

府県間で開きがなく，教育水準も同程度確保されてい

る必要がある'8)．しかし，地域に「開かれた学校」の

取組みや，地域環境・地域生活ついての教育機会から

みても，各都道府県の取組み姿勢には差がみられる．

高校段階における学校と地域の連携を充実させるため

には，このような地方の教育行政の差をなくしていく

ことが重要である．

今後，高校の教育段階において，学校と地域の連携

が同程度確保されるように，各都道府県での見解や取
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